
 JR東日本 社長の深澤です。

 本日はお忙しい中、決算説明会にご参加いただきありがとうございます。

 4月27日に2021年度決算と2022年度業績予想を公表しました。 本日、私からは、
今年度の経営の進め方についてお話いたします。
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 ４ページをご覧ください。

 始めに2021年度の決算実績と、2022年度計画の概要です。

 2021年度は、長期化する新型コロナウイルスの影響により、残念ながら赤字の決算
となりました。

 2022年度は、コロナからの回復の他、各セグメントでの収益拡大の取組みを推進し
連結・単体共に黒字化を達成するべく取り組みます。
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 5ページをご覧ください。

 当社は2018年に中期経営計画「変革2027」を策定しております。

 将来の人口減少等を織り込み、様々な取組みを進めてまいりましたが、2020年の
新型コロナウイルス感染症の影響により経営環境が大きく変化し、その変化は今も続
いています。

 掲げた方向性は維持しつつ、これまで以上にスピードを上げて「変革2027」を実現し
ていくために、2020年9月に「変革のスピードアップ」を発表しました。成長・イノベー
ション戦略の再構築、経営体質の抜本的強化、ESG経営の実践の３つの軸で変革
2027を実現していきます。

 2021年1月には2025年度の新たな数値目標を発表しています。
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 6ページです。「変革のスピードアップで示した経営方針」の概要です。

 コロナによって改めて鮮明になった経営課題を解決するため、鉄道事業の構造改革に
取り組み、収益力を回復させていくとともに、運輸以外のセグメントの収益力の向上を
目指します。

 また併せて、リアル・デジタルを掛け合わせ、新領域へ挑戦していきます。

 輸送サービス、IT・Suicaサービス、生活サービス、３つのサービスを融合させてシナ
ジーを発揮することで、価値創造・収益の最大化に取り組んでいきます。
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 7ページです。変革のスピードアップで示した経営方針に関する３つの軸に基づき、施
策を紹介します。
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 8ページです。移動需要喚起などの施策です。鉄道は今年開業150年を迎えると共
に、当社の５方面の新幹線がそれぞれ周年を迎えます。１年を通して当社鉄道全
体を盛り上げていきます。

 国内や海外での旅行需要の回復に向けた取り組みを進めています。当社グループの
オンライン予約サイトダイナミックレールパックをリニューアルしたほか、JR東日本の鉄道
パスを最も多くご利用いただいている台湾からの旅行者に向けた情報発信サイト「JR
TIMES」をオープンしました。

 グリーン料金の改定や山形新幹線の全車指定席化にも取り組んでいます。需要に応
じて席の価格帯をコントロールすることで、収益の最大化を図ります。

 バリアフリー設備の整備をこれまで以上に加速すると共に、「鉄道駅バリアフリー料金
制度」を活用する予定です。2023年３月頃を予定しています。全てのお客さまにとっ
て、ご利用しやすい・快適な駅を実現できるようにバリアフリー整備を進めてまいります。
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 ９ページです。昨年に発表したBeyond Stations構想についてです。

 本構想では、駅を「交通の拠点」という役割を超えた、「暮らしのプラットフォーム」として
据えています。

 当社で設定している数値目標に対する実現度合いをグラフで示しています。 JRE
MALL等さらに伸ばしていく必要がある施策もありますが、リアル・バーチャルの両方で
の強みを生かして、目標の達成に向けて取り組んでいきます。

 その他、Virtual AKIBA World、スマート健康ステーション、ステーションカレッジ、列
車荷物輸送（はこビュン）、JRE パスポート（サブスクサービス）等、様々な取組み
を拡大しています。

 引き続き、駅の魅力を高め、駅の付加価値を向上していきます。
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 10ページです。まちづくりについての計画です。

 新潟駅は、高架化に伴い、本年度から順次高架下に施設が開業します。また、
MEGURO MARCに関しては、オフィス棟が竣工し、今年度には賃貸住宅棟も竣工
する予定です。

 大井町広町の開発計画も現在予定しています。

 先日、新宿駅西南口の開発計画を発表しました。非常に長期間のプロジェクトとなり
ますが、新宿駅の交流人口を増やし、賑わいのあるまちづくりを目指したいと思います。

 品川開発プロジェクト（第Ⅰ期）「高輪ゲートウェイシティ」 についてです。

 先日プレスリリースしましたが、プロジェクトの詳細を発表するとともに、開業時期を一
部変更しております。当初2024年度のまちびらきとお伝えしていましたが、複合棟Ⅰ
（４街区）を2024年度末に開業、複合棟Ⅱ（3街区）・文化創造棟（2街
区）・住宅棟（１街区）は2025年度中の開業を予定しております。

 その他、不動産回転型ビジネスモデルについても引き続き進めていきます。
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 11ページです。デジタル化・チケットレス化の推進です。

 上段はSuicaの施策です。左は利用者の拡大、右側はビジネスの拡大を示していま
す。Suica Lightやau PAYアプリ との連携開始、地域連携ICカードの導入エリア
拡大の施策を進めています。 また、ビジネスの拡大では、駅カルテとして、Suicaで取
れるビッグデータを活用した統計データの販売、SuicaIDを認証機能として活用し、
扉の鍵として使用できるサービス等を拡充しています。

 MaaSについては、昨年度実証実験を重ねた東北6県におけるTOHOKU MaaSを
社会実装しています。また、善光寺の御開帳に合わせて、長野県では「旅する北信
濃」を展開しています。

 また、チケットのデジタル化では、リピートポイントサービスを2021年から導入しています
が、本年９月をもって磁気回数券の発売を終了する予定です。

 そのほか、Googleマップからえきねっとへの予約ができる機能も新たに導入しました。
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 12ページです。ピーク需要の分散とご利用に応じた輸送量の実現についてです。

 4月から、季節別の指定席特急料金に新たに最繁忙期という設定を設け、価格差を
広げるとともに設定日を見直しました。季節におけるピークの分散を促すこととし、３月
のダイヤ改正では新幹線の約１割の本数を定期列車から臨時列車へ置き換えてい
ます。

 １日の中でも最も混雑が多い、朝のご利用時間帯におけるピークを分散させることを
目的に、オフピークポイントサービスを昨年から実施しています。これらの施策も踏まえ
ながら、首都圏の各線区の最も運転本数が多い１時間において、朝通勤時間帯で
約１割の運転本数を削減しました。

 これらの施策やコロナによるご利用の減少も考慮しながら、2022年３月に行ったダイ
ヤ改正全体では会社発足以来の最大規模での輸送削減を行っています。列車キロ
では約３％、本数では約２％の削減を実現しました。
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 13ページです。在来線における輸送体系のスリム化です。

 左上の円グラフは、現在当社で導入されているワンマン運転の状況です。66線区の
内、45線区ではすでにワンマン運転が導入されており、今回のダイヤ改正においても、
線区の拡大・区間の拡大を行っています。

 残る21の線区に関しての大きな方針として、まず首都圏は引き続きワンマン運転を拡
大するとともに、一部線区ではドライバレス運転を目指していきます。

 中央の左で記載している図が、ワンマン運転の準備区間です。そのうち、オレンジで
塗っている線区が、ATO（自動列車運転装置）の導入を目指している線区です。
その後、ATACSの導入・ATOの高性能化により、列車の位置を無線で把握でき、遅
れの回復や省エネ運転ができるようになります。この実現を、京浜東北線・山手線で
2028年~31年頃を目指して進めています。

 このように整備が整った後には、乗務員が前頭にいなくても運行が可能な「ドライバレ
ス運転（GoA3）」の導入を目指して推進していきます。

 なお、地方線区では、引き続き費用対効果を見ながらワンマン運転を拡大するととも
に、適宜ダイヤを見直しながら保守量や設備のスリム化を進めていきます。
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 14ページです。メンテナンス業務・建設工事の効率化です。周期を決めてメンテナン
スする方法から、架線・車両・線路それぞれの「設備の状態」に応じてメンテナンスがで
きるように、モニタリングを行っております。

 架線については、地方を中心に架線設備のモニタリングを実施、車両は山手線、横
須賀線、総武線快速のE235系で導入しています。線路設備についても、首都圏・
地方の幹線を中心にモニタリングを実施しています。

 その他、建設工事の部門では、スマートプロジェクトマネジメントを導入しています。
BIM(Building Information Modeling)や点群のデジタル技術を活用し、施工
計画を正確に策定することで、無駄をなくし、効率化に取り組んでいます。小型ドロー
ンなども活用しながら、データの収集を行っています。
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 15ページです。地方交通線の現状と今後の方向性についてです。上段は、当社在
来線全線の営業キロに対し、4,000人未満の平均通過人員の路線の営業キロが
占める割合を示したものです。2020年度には、4,000人未満の路線が占める割合
が半分を超えました。

 当社としては、そもそもの固定費が高いという鉄道事業全体の構造を改めるために、
駅での不要な設備の撤去・輸送サービスの見直し、保守量の見直しなどに取り組むと
共に、ご利用の促進に向けた取り組みを進めてまいりました。また、一部の線区では
輸送モードの転換等も進めていますが、コロナウイルスの影響もあり、ご利用状況は非
常に厳しい状況です。

 国土交通省での検討会が開催されていますが、このような現状を踏まえ、沿線自治
体等との協議の円滑化や、予算・税制等の支援を要望しています。

 当社としては自治体との対話を継続し、当社の強みを活かしながら、地域特性に応
じた持続可能な交通体系を地域とともに構築し、地域の活性化に貢献していきたい
と考えております。
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 16ページです。構造改革による1,000億円のコスト削減です。

 2027年度までに1,000億円のコストダウンを実施していきますが、うち870億円まで
施策の見通しが立ちました。 ★マークのある、ワンマン運転の拡大や、みどりの窓口
の配置見直し、ご利用に応じたサービスの提供等です。

 今年度には様々な施策を積み重ね、2021年度までに実現済みのものも含め約
700億円の削減を実現する見通しです。
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 17ページです。ESG経営の実践です。

 グループ全体で、2050年度のCO₂排出量実質ゼロを目指して取り組んでいます。

 ３月からいよいよ、水素ハイブリッド電車HYBARIが実証試験を開始しています。試
験を継続し、実証化に向けて取り組んでまいります。

 その他、社内炭素価格（インターナルカーボンプライシング）を導入しました。CO₂削
減に資する設備投資には、削減効果を金額換算して投資判断することとしました。

 再生可能エネルギーの開発も引き続き促進しています。

 非化石証書の活用も本年度から開始します。福島県内の常磐線に導入し、まずは
1.2万tのCＯ₂削減に貢献できる予定です。
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 18ページです。地方創生の取組みです。

 各地域の活性化に向けて、まちづくりや新駅の開業、６次産業等、長い期間で地域
に根差す取組みを継続しています。
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 19ページです。地方創生の取組みの続きです。

 当社で展開するJRE MALLでは、食品や家電等商品の充実を進めていますが、地
域に根差す当社独自のラインナップとしてふるさと納税や寄付金、体験イベントの販
売等、オンラインでもリアルでも活用していただけるコンテンツを整えています。

 他には、沿線まるごとホテル、地域連携ICカードの拡充、オンデマンド交通の整備等
様々な施策で地方創生に貢献していきます。
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 最後に株主還元です。

 配当については、2021年度と同額の1株100円の計画としています。

 厳しい経営環境が続きますが、中長期的には総還元性向は40％を目標とし、配当
性向は30％をめざして取り組んで参ります。
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 22ページです。決算実績と通期計画の全体像です。
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 23ページです。運輸事業です。

 鉄道、モノレール、バスなども回復することで増収増益の計画です。

 鉄道運輸収入の見通しをグラフで示しています。定期収入については、今期はコロナ
前対比約75%で推移し、2023年度に入って80%程度まで回復することを想定し
ています。テレワークなどの進展により定期収入から定期外収入への転移もあると分
析しています。

 定期外収入については、今期末にかけて在来線関東圏はコロナ前対比約95%、新
幹線は約90%に戻るという想定です。2023年度に入って、在来線関東圏はほぼコ
ロナ前と同水準、新幹線は当面は約90%で推移すると見ています。
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 24ページです。流通・サービス事業です。

 収益認識会計基準の影響を除けば増収増益の決算でした。今期も増収増益の計
画です。

 広告事業は、コロナ前対比で上期が約80%、下期が約90%の計画です。以前は
2022年度に100%に戻ると見ていましたが、回復が少し鈍いことからこのような計画
としています。

 エキナカ事業は、コロナ前対比で上期が約85%、下期が95%で計画しています。
2021年4月に実施したグループ会社再編の効果も出てきています。
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 25ページです。不動産・ホテル事業です。

 ショッピングセンター事業は、以前は2022年度中にはほぼコロナ前の水準に戻る見込
みでしたが、95％で見込んでいます。

 オフィス事業とホテル事業は、以前の見通しと変えていません。ホテル事業では、今期
末でコロナ前対比約80%の見通しですが、今後のインバウンドの回復によって2025
年度に向けてコロナ前水準に回復していく想定です。

 不動産回転型ビジネスモデルについてです。2021年度は700億円弱の収益、約
600億円の利益でした。今期は収益として約200億円、利益として約160億円の計
画です。今期はこのほかに約100億円の実施を計画しており、そこから得られる利益
は特別利益として計上する見通しです。
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 26ページです。ホテル事業の内訳です。
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 27ページです。その他です。収益認識会計基準の影響を除くと増収減益の決算でし
た。

 クレジットカード事業とSuica電子マネーの利用見通しを記載しています。

27



 28ページです。単体決算実績です。

 オミクロン株の影響もあり、営業収益は計画未達となりましたが、営業費用も、修繕
費や物件費その他において計画より大幅に圧縮しました。コストダウン目標は875億
円としておりましたが、深堀して1,165億円まで積み上げました。グループ会社も含め
ると1,360億円のコストダウン実績でした。

 特別損益では、政策保有株式も含めた投資有価証券売却益、2022年3月に発
生した福島県沖地震の災害損失引当金繰入額などが計上されています。

 さらに、産業競争力強化法に基づく事業適応計画の認定により繰越欠損金の控除
上限が引き上げられ、その結果、繰延税金資産を追加で認識したことで純利益も改
善しました。

28



 29ページです。単体通期計画です。

 原油高や円安の影響もあり、動力費は大きく増加する計画としています。

 物件費その他は、運輸収入の回復に連動して増加するほか、システムのリプレイスが
多くあることから、情報処理費も増加を見込んでいます。
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 30ページです。キャッシュフローの実績です。

 2021年度はフリーキャッシュフローが赤字でしたが、2023年度には黒字化を見込ん
でいます。
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 31ページです。設備投資の推移です。

 2021年度は、5,980億円の計画でしたが、コストダウンなども行って5,200億円とな
りました。

 今期は、安全を前提に維持更新投資は抑制しつつ、成長投資を着実に実施してい
きます。
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 32ページです。有利子負債残高の推移です。
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 33ページです。5年間の資金調達と資金使途です。

 営業キャッシュフローについては、当初の想定より戻りが遅いことで下方圧力がかかって
いますが、不動産回転型ビジネスの開始や鉄道駅バリアフリー料金制度の活用により
キャッシュフローの創出を図っていきます。
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 34ページです。「変革2027」の中で設定した数値目標の進捗状況です。
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